
別紙３

１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

※ １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、平成26年4月1日現在の人数である。

３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

　れており、職員数には当該職員を含んでいない。

（３）ラスパイレス指数の状況

※ 1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

したものである。

3  平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による

給与減額措置がないとした場合の値である。

給与費 （参考）1人当たり

給与費　B/A

郡上市の給与・定員管理等について

平成

26年度

（参考）一般市平均

1人当たり給与費

千円

5,785

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B

A B

（参考）

平成25年度の人件費率

人件費率

B/A

平成

26年度

区分
職員数

A

人

527

千円

5,631

千円 千円 千円 千円

1,949,407 298,250 720,136 2,967,793

住民基本台帳人口

（平成2７年1月1日）
区分

歳出額 実質収支

人

44,497

千円 千円 千円

29,313,388 774,729 4,205,472

％

15.0

％

14.3

人件費

H24.4.1 
92.2 

H24.4.1 
96.8 

H24.4.1 
98.8 

H25.4.1 
92.9 

H25.4.1 
96.6 

H25.4.1 
 98.5 

H26.4.1 
92.3 

H26.4.1 
96.7 

H26.4.1  
98.6 

H27.4.1 
92.4 

H27.4.1 
97.0 

H27.4.1 
98.7 

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

郡上市 類似団体平均 全国市平均 

1／14



（４）給与改定の状況

①月例給

※

②特別給（期末・勤勉手当）

※

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［実施］

②地域手当の見直し

実施内容

③その他の見直し内容

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むと
されている。

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容と同様の引下げを行った。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の
経過措置（現給保障）を実施。他の給料表についても、国と同様の見直しを実施。

国と同様の見直しを実施

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施、また、管理職手当の見直しを実施（平成２７年４月１日実
施）

406,585 367,199

国 334,283

月

「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

区分

- 408,996

郡上市 318,800 367,280 346,723

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

類似団体 319,751 378,183 345,434

44.8

42.7

43.5

42.5

岐阜県 334,009

平成
－年度

円 円 円 ％ ％

「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当
の年間支給月数である。

区分 平均年齢

月 月

（　　％）

A B A-B （改定月数）

平成
－年度

円 円 月

（　　％）

％

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の給与支給割合 公務員の支給月数 格差 勧告 国の年間支給月数

人事委員会の勧告 （参考）

民間給与

A B A-B （改定率）

公務員給与 格差 勧告 給与改定率 国の改定率区分
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②技能労務職

50.0 歳 人 円 円 円 － 歳 円

48.7 歳 人 円 円 円 44.9 歳 円

59.5 歳 人 円 円 円 45.3 歳 円

52.3 歳 人 円 円 円 54.6 歳 円

歳 人 円 円 円 － 歳 円

50.2 歳 人 円 円 円 － 歳 円

47.8 歳 人 円 円 円 － 歳 円

50.2 歳 人 円 円 円 － 歳 円

49.8 歳 人 円 円 円 － 歳 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※

③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

④看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※ 1

2

- 346,447

　「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

国 46.7 316,503

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

郡上市 44.0 298,100 343,260

都道府県 - - -

313,792

-

316,725

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を
合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当を除いたもの）で算出してい
る。

類似団体 41.1 304,215 354,846

305,093

306,683

410,580

329,894

岐阜県

類似団体

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

40.9

42.8

41.3

281,500

371,716

平均給与月額

（国比較ベース）

-

4,347,719うちその他

区分

郡上市

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員

うち自動車運転手

年収ベース（試算値）の比較

参考

C/D

年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給さ
れた期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

区分

郡上市

-

公務員　C 民間　D

-

1.22

1.22

1.79

-

-

4,493,655 -

3,952,300

3,417,900

2,774,400

-

4,815,657

4,179,600

4,956,700

参考

A/B

－

－

－

－

平均給与月額

B

－

289,500

257,600

200,300用務員

－

－

－

－

1.06

1.01

1.54

－

－

－

－

－20

254,600

268,700

260,000

306,000

-

322,015

328,318

325,649

-

281,152

346,885

-

339,548

－

－

－

－

廃棄物処理員

調理士

270,623

289,650

260,000

246,400

306,366

289,141

313,072

288,521

305,571

260,000

-

261,235

職員数

47

14

1

1

うち自動車運転手

うちその他

岐阜県

国

-

31

143

2,994

公務員

平均年齢
対応する民間
の類似職種

平均給与月額

（国比較ベース）
平均給料月額

平均給与月額

A

民間

類似団体

平均年齢
区分

郡上市

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員 308,000 306,000

3／14



（２）職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※ 教育職は、一般行政職に含む。「－」の表示は、対象者がいないため。

-

280,800

看護・保健職

経験年数20年

335,088

- -

295,060

232,800

-

-

- 348,600

短大卒 243,871 360,980320,900

教育職 大学卒 - --

高校卒 - ---

-

313,571

大学卒

教育職

-

区分 経験年数10年 経験年数30年経験年数25年

看護・保健職

-

-

-

182,900

一般行政職 大学卒 - 382,450355,414

高校卒 201,300 345,050324,067

技能労務職 高校卒 - -261,200

-

中学卒

184,300

149,300

147,000

138,100

205,900

160,200

－

－短大卒

大学卒 174,200

142,100

139,500

131,500

174,200

142,100

203,400

中学卒

大学卒

高校卒

大学卒

郡上市 岐阜県 国区分

高校卒

一般行政職

技能労務職

高校卒

174,200

142,100

-
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成27年4月1日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

※ 1 郡上市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

※ 平成18年に8級制から6級制に変更している。（旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合）

（２）昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

※ （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

137,600

10月1日～9月30日の期間を対象に職務行動評価を実施し、その結果を昇給区分へ反映しています。

構成比職員数標準的な職務内容区分

1級

2級

33

25

課長

課長補佐

3級

4級

5級

係長、主任主査、主査

2.60

(1.45）

1.50

(0.70）

月分

月分

月分

月分

（加算措置の状況）

2.60 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％

月分 (0.70） (0.70）月分(1.45）(1.45）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％

・管理加算　15%、25％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～20％

・管理加算　10～25％

58

12

国

- 千円

（平成26年度支給割合）

期末手当

岐阜県

1人あたり平均支給額（平成26年度）

1,606 千円

1.50 月分

（平成26年度支給割合）

期末手当

2.60 月分 1.50 月分

8.8

6.7

52.3

13.6

15.5

3.2

勤勉手当

千円1,393

（平成26年度支給割合）

勤勉手当期末手当 勤勉手当

315,800

244,900

301,900

347,700

378,700

390,700

407,9006級

187,700

223,900

258,300

285,000

主事

主任

郡上市

1人あたり平均支給額（平成26年度）

部長

196

51

H27 の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

8.8% 7.1% 5.2% 

6.7% 7.4% 
20.1% 

52.3% 51.8% 32.9% 

13.6% 15.8% 
25.8% 

15.5% 14.2% 12.8% 

3.2% 3.7% 3.2% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

8級 

7級 

6級 

5級 

4級 

3級 

2級 

1級 
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【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当(平成２７年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　－　　　）

※ 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当

（平成27年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

49.590 月分

千円

千円

支給対象地域 支給対象職員数

49.59000 月分 49.590 月分

29.145

41.325

25.55625 月分

34.58250

国の制度（支給率）支給率

定年前早期退職特例措置（2～45%加算）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

支給実績（平成-年度決算）

1人あたり平均支給額 1,576 21,045

定年前早期退職特例措置（2～45%加算）

20.445 月分 25.55625 月分

49.59000 月分

千円千円

29.145 月分 34.58250 月分

　6月1日～2月15日の期間を対象に役割達成度評価、10月1日～9月30日の期間を対象に職務行動評価を実施し、その結果を勤勉手当へ反
映しています。

郡上市 国

月分41.325 月分

月分

49.59000 月分 49.59000

月分

月分

月分

20.445
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（４）特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

（５）時間外勤務手当

①郡上市民病院に勤務する助産師、看護
師、准看護師
②国保白鳥病院に勤務する助産師、看護
師、准看護師
③国保和良診療所に勤務する助産師、看護
師、准看護師

死体の火葬等の業務

廃棄物処理業

家畜診療業務

家畜人工授精業務

医療業務

夜間看護業務

14

支給職員1人あたり平均支給年額（平成26年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度）

手当の種類（手当数）

夜間介護業務

診療放射線業務

臨床検査業務

早朝の給食調理業務

支給実績
（２６年度決算）

-

1,175千円

752千円

1,081千円

112千円

2,925千円

27,259千円

支給実績（平成26年度決算） 55,409

180,485

34.7

千円

円

％

消防業務

救急救命業務

7,249千円

368千円

360千円

223千円

2,911千円

690千円

家畜の診療業務に従事する獣医師

千円

千円

千円

へき地診療・住民健診手当

千円

1日1,000円

1日150円

夜間看護手当

病院、診療所等に勤務する医師 市内1回5,000円
市外１回10,000円

清掃業務手当 郡上環境衛生センター、郡上クリーンセン
ター及び郡上北部クリーンセンターに勤務す
る職員

1日150円

家畜診療手当

主な支給対象業務

行旅病人の救護及び
行旅死亡人の死体処
理作業

家畜人工授精手当 家畜の人工授精に従事する職員

①1回6,800円
②1回4,300円
③1回2,500円

1日150円

夜間介護手当 ①郡上市民病院、国保白鳥病院及び郡上
偕楽園に勤務する介護福祉士等
②国保和良診療所及び和良介護老人保健
施設に勤務する介護福祉士等

①1回3,800円
②1回2,500円

死体取扱手当 右記の業務に従事した職員 1体1,000円。ただし、心身に
著しい負担を与える場合1体
2,000円。

支給実績（平成26年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

支給実績（平成25年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

265

144,954

260

152,185

消防手当 消防本部及び消防署に勤務する職員 1日150円

救急救命手当 救急救命業務に従事する職員 1日150円

薬物細菌等取扱手当 病院、診療所等に勤務する臨床検査技師 1日150円

早朝勤務手当 病院及び診療所等において給食調理業務
に従事する職員

1日150円

放射線取扱手当 病院及び診療所等に勤務する診療放射線
技師

火葬手当 右記の業務に従事する職員 1体5,000円

左記職員に対する支給単価主な支給対象職員手当の名称

分娩手当 ①郡上市民病院に勤務する医師
②郡上市民病院に勤務する助産師

分娩業務 ー
①１分娩　5,000円
②１分娩　1,500円
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（６）その他の手当（平成27年4月1日現在）

支給実績
支給職員1人あたり

平均支給年額
（平成26年度決算）

手当名

円寒冷地手当

国に準じ、経過措置として、平成16年度及
び17年度は改正前の額を支給（据置き）。
平成18年度から逓減措置を講じ、平成21
年度までに経過措置を完了した。
平成27年度より新たに支給地域となった

同じ －

初任給
調整手当

宿日直手当

●一般の宿日直：4,200円/回
●特別の宿日直（主なもの）
　 ①医師：20,000円/回
　 ②獣医師等：10,000円/回
　 ③人工授精師：7,200円/回
※勤務時間が5時間未満の場合は、100分
の50を乗じて得た額

同じ

次の職員に対して、採用による欠員の補充
が困難であると認められる場合に一定の期
間支給する。
●医師・歯科医師　最高　月額412,200円
●医療系技官　最高　月額50,300円
●その他の特殊・専門的知識を必要とする
職　月額2,500円

（平成26年度決算）
内容及び支給単価

国の制度との
同異

国の制度と異
なる内容

同じ －

住居手当

通勤手当

●借家・借間に係る手当
・月額12,000円を超える家賃を負担してい
る職員に対し家賃額に応じ月額27,000円
まで
●自宅に係る手当
・月額2,500円（新築又は購入の日から5年
間）　H21.12から廃止

千円 3,366,356 円

正規の勤務時間として午後10時から翌日
の午前５時までの間に勤務することを命ぜ
られた職員に対し、勤務１時間につき１時
間当たりの給与額の100分の25を支給

同じ － 29,430 千円 134,385 円

扶養手当

－ 55,956 千円

同じ － 23,491 千円 276,364 円

管理職手当

●一般行政職の場合
　①部長：48,200円
　②次長：46,300円
　②課長：38,600円
　③主幹：30,800円
※平成19年4月1日から定額化を実施。
　 平成27年度より近隣自治体等の額を参
考に額を改正

同じ － 42,193 千円 370,112 円

257,163

●配偶者：月額13,000円
●その他の扶養親族：月額6,000円
・配偶者がない場合、そのうち１人は
11,000円
・扶養親族でない配偶者がある場合、その
うち１人は6,500円
●16歳から22歳の間にある子については、
当該年度中は額5,000円を加算

同じ － 千円

93,023 円

116,752 円

●交通機関等利用者
・運賃相当額に応じ月額55,000円まで
●自動車等使用者
・片道2㎞以上の使用者に対し距離に応じ
月額2,000円から月額31,600円まで

同じ － 62,698 千円

135,486 円

夜間勤務手当

90,892

－ 千円 －
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５　特別職の報酬等の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

（平成26年度支給割合）

月分

（平成26年度支給割合）

月分

千円

千円

※ 1 給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

2

3

4 退職手当中「1期の手当額」は、任期途中に月額改定等があった場合は、その都度、実際の支給額を基礎として算出
されるため、上記の額は参考である。

（算定方式）

区分

市長

副市長

収入役

829,000

621,300

－

664,000

－

989,000 259,000

（参考）類似団体における最高／最低額

816,000

給料月額等

735,300

期
末
手
当

退
職
手
当 収入役 －

備考

735,300円×在職年数×5

621,300円×在職年数×3

－

－

報
酬

市長

副市長

収入役

4.10

325,000

－ －

給
料

議長 390,000 545,000 230,000

－

副議長 340,000 474,000 200,000

－

議員 310,000 442,000 180,000

（1期の手当額）

14,706

7,456

（支給時期）

－

市長 任期ごと

副市長 任期ごと

議長

副議長 4.10

議員

退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における
退職手当の見込額である。

平成17年4月1日から収入役を設置せず、当該事務は平成19年3月31日まで助役が兼掌していた。平成19年4月1日か
らは地方自治法の改正に伴い、収入役に替えて一般職である会計管理者が行っている。
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６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

人

人）

人

人）

＜参考＞

人

［ ］ ［ ］ ［ ］

※ 1 職員数は一般職に属する職員数である。

2 [　 ]内は、条例定数の合計である。

△ 4

△ 1

△ 2

△ 5

0

84.28

72.05

人口1万人あたり職員数

(類似団体の人口1万人あたり職員数）

人口1万人あたり職員数 116.19

(類似団体の人口1万人あたり職員数） 93.47

△ 7

△ 3

1010

＜参考＞

適正人員への見直し等

主な増減理由

適正人員への見直し等

適正人員への見直し等

適正人員への見直し等

適正人員への見直し等

△ 1

△ 11

1

79

△ 4

△ 15

0

876

1,138

対前年
増減数

0

3

適正人員への見直し等

0

△ 2

375

61

81

517

265

12

19

41

19

37

適正人員への見直し等72

359

適正人員への見直し等

＜参考＞

適正人員への見直し等

適正人員への見直し等

平成27年度

職員数

2

122

56 56

部門

水道

下水道

その他

13

264

528

82

64

382

△ 1

0

消防部門

区分

病院

普
通
会
計
部
門

民生

衛生

計

一
般
行
政
部
門

教育部門

議会

総務

税務

農林水産

商工

土木

合計

1,138

891

363

76

小計

会
計
部
門

公
営
企
業
等

119

2

平成26年度

84

39

20

43

19

小計

人口1万人あたり職員数 196.87
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（２）年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

（３）職員数の推移

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

※ 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

区分

職員数
人 人 人 人 人 人

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

人 人 人 人 人 人

123 110 84 95 125 139 9

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 以上

60 6643

59歳

人

1 21

567 528

359

876

369 363

936 891

79 64

83 82

27年

910

397

70

360

83

550

△ 13

△ 93

△ 53

△ 27

375

61

81

517

0

△ 80

△ 30.7

0.0

△ 13.4普通会計計

公営企業等会計

教育 88 84

消防 81 82

597 577

372 372 △ 3.5

総合計 969 949 △ 9.6

一般行政 428 411 △ 12.4

区分 22年 23年 過去5年間

部門 の増減数

24年 25年 26年

405 382

876

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

～20 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60～ 

当年構成比 

5年前の構成比 
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７　公営企業職員の状況

（１）水道事業

①職員給与の状況

ア　決算

※ １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、平成26年4月1日現在の人数である。

イ　特記事項

・ 平成16年3月1日合併

・ 平成17年度及び平成18年度の2年間、一般職職員の給与抑制措置を実施

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

※ （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

平成25年度の総費用に

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

区分

A

区分
職員数 給与費 (参考)1人当たり （参考）一般市平均

A

－

給与費　B/A 1人当たり給与費

18.1

総費用に占める （参考）

B

総費用 純損益又は 職員給与費

実質収支 職員給与費比率

1,338 千円 1,484 千円

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

郡上市 45.0 336,700 347,220

団体平均 44.9 348,021 517,229

千円 千円 千円

B／A 占める職員給与費比率

％ ％

5,595 6,219

平成

26年度

平成

26年度

(1.45） 月分 (0.70） 月分

13.257,669 40,942311,259

6 22,635 2,908 8,025 33,568

事業者 －

郡上市 市町村（一般行政職・団体平均等）

1人あたり平均支給額（平成26年度） 1人あたり平均支給額（平成26年度）

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.50 月分 2.60 月分 1.50 月分

(1.45） 月分 (0.70） 月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
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（２）退職手当(平成２７年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　－　　　）

千円 千円

※ 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成27年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当

オ　時間外勤務手当

※ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

郡上市 国

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

15,286

定年前早期退職特例措置（2～45%加算） 定年前早期退職特例措置（2～45%加算）

月分 49.59000 月分

20.445 月分 25.55625 月分 20.445 月分 25.55625 月分

29.145 月分 34.58250 月分

1人あたり平均支給額 －

支給実績（平成－年度決算） 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成－年度決算）

49.590

千円

1人あたり平均支給額

29.145 月分 34.58250 月分

41.325 月分 49.59000 月分 41.325 月分 49.59000 月分

49.590 月分 49.59000 月分

職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 282 千円

支給実績（平成26年度決算） 1,071 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 357 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成－年度） ％

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成25年度決算） 846 千円

千円

支給職員1人あたり平均支給年額（平成－年度決算） 円

支給実績（平成－年度決算）
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カ　その他の手当

同じ － 1,074 千円 268,500 円

住居手当

同じ

支給実績

寒冷地手当

国に準じ、経過措置として、平成16年度及
び17年度は改正前の額を支給（据置き）。
平成18年度から逓減措置を講じ、平成21
年度までに経過措置を完了した。
平成27年度より新たに支給地域となった

同じ － － 千円 － 円

宿日直手当

●一般の宿日直：4,200円/回
●特別の宿日直(主なもの)
　 ①医師：20,000円/回
　 ②獣医師等：10,000円/回
　 ③人工授精師：7,200円/回
※勤務時間が5時間未満の場合は、100分
の50を乗じて得た額

同じ － － 千円 － 円

管理職手当

●一般行政職の場合
　①部長：48,200円
　②次長：46,300円
　②課長：38,600円
　③主幹：30,800円
※平成19年4月1日から定額化を実施。
　 平成27年度より近隣自治体等の額を参
考に額を改正

－ 286 千円 285,600 円

通勤手当

●交通機関等利用者
・運賃相当額に応じ月額55,000円まで
●自動車等使用者
・片道2㎞以上の使用者に対し距離に応じ
月額2,000円から月額31,600円まで

同じ － 478 千円 95,520 円

手当名 内容及び支給単価
国の制度との

同異
国の制度と異

なる内容

支給職員1人あたり

●借家・借間に係る手当
・月額12,000円を超える家賃を負担してい
る職員に対し家賃額に応じ月額27,000円
まで
●自宅に係る手当
・月額2,500円（新築又は購入の日から５年
間）　H21.12から廃止

同じ － － 千円 － 円

平均支給年額
（平成26年度決算） （平成26年度決算）

扶養手当

●配偶者：月額13,000円
●その他の扶養親族：月額6,000円
・配偶者がない場合、そのうち１人は
11,000円
・扶養親族でない配偶者がある場合、その
うち１人は6,500円
●16歳から22歳の間にある子については、
当該年度中は額5,000円を加算
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